
電子商取引の導入・運用事例の紹介

２０１１年２月２５日

株式会社鴻池組 竹中 良実
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(1)当社業務システムの開発・展開経緯

(2)ＣＩ-ＮＥＴ開発・導入について

(3)運用状況

(4)運用の問題点・改良点等

(5)今後のＥＤＩ化について

(6)その他当社が取り組んでいること
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1994年 1996年 1998年 2000年 2002年 2004年 2006年 2008年 2010
年

平成6 平成8 平成10 平成12 平成14 平成16 平成18 平成20 平成22

【鴻池組】

■積算見積システム

■購買システム

■工務管理システム

■経理会計システム

■社内ネットワーク

NEC S3100

WS30台

■ネットワーク、OS WIN98 WinXP

■その他
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(1)当社業務システムの開発・展開経緯

XP開発

VAN
インターネット

XP開発

1993年鴻池組CI-NET
実稼動試験

平成13年４月 ＩＴ書面一括法

により、建設業法が改正された



(2)ＣＩ-ＮＥＴ開発・導入について

(2)-1 業務フロー(概略)
(2)-2 システム化対象範囲

(2)-3 利用形態

(2)-4 運用フェーズのステップ

(2)-5 メリット

(2)-6 実用化に向けたスケジュール

(2)-7 その他

購買システムの見直し（コンプライアンス）
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(2)-1 業務フロー(概略)

積算

見積ｼｽﾃﾑ

積
算

見
積

購
買 購買ｼｽﾃﾑ工務管理

ｼｽﾃﾑ

建
築

工種別明細書を科目別
明細書に変換して送信

予算データ
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本社購買サーバー

企業コード

マスター

大阪、東京、名古屋、広島、九州 各サーバー

経理会計

ｼｽﾃﾑ

大阪、東京、名古屋、九州 各サーバー

経
理

NECソフト
LitesNEO

注文書データ
ＣＳＶアップロード



鴻
池
組

Internet
Internet

建築見積依頼 建築見積回答

設備見積依頼 設備見積回答

CI-NET対応

導入検討

システム化対象範囲

購買見積回答受信

購買見積依頼送信 購買見積依頼受信

確定注文送信

注文請け受信

確定注文受信

注文請け送信

購買見積回答送信

出来高報告受信

請求受信

出来高報告送信

請求送信

立替金報告 立替金承認

協
力
会
社

(2)-2 システム化対象範囲
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資料提供 NECソフト



CI-NET導入パターン

サーバシステム
導入

Ｘ社

スタンドアロン
パッケージ導入

Ｙ社

ＡＳＰサービス
利用

Ｚ社

サーバシステム
導入

発注者

インターネット
電子メール
暗号化

見積依頼

見積回答

確定注文

注文請け

Ａ社

出来高報告

出来高確認

請求

請求確認

受注者

スタンドアロン
パッケージ導入

Ｂ社

ＡＳＰサービス
利用

鴻池組

(2)-3 利用形態
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資料提供 NECソフト

企業毎公開鍵
交換必要
ＬｉｔｅｓＮＡＶＩ等

・ＡＳＰ間１回
公開鍵交換必要
・企業設定
ＷＥＢＣＯＮ
ＣＩＷＥＢ等

LitesNEO

企業毎公開鍵
交換必要

Ｃ－ＴＲＡＤＥ等

社内システム

との連携

取引量が多

拡張性

操作性

メンテナンス性



◆現在活用している購買システムからCSV出力し、CI-NETLites形式の
CSVに変換し、ASPに手動でアップロード

Step１ ASPと購買システムとCSVによる連携

Step2 ASPと購買システムとCSVバッチ連携(NECソフトと協議中)

Step3 サーバー版運用による基幹システムとの連携

◆Step１をバッチ処理を行い自動でアップロードし、送信まで実行

◆Step２でトランザクション増加が見込まれる場合に、サーバー版に移行

・EDIの運用を軌道に乗せる、運用手順の確定

・投資費用は少ないが、若干の運用作業が発生

・若干の投資により、運用作業手順の効率化

・基幹システムと連携し、全社で運用対応を実施し効率化 8

(2)-4運用フェーズのステップ

資料提供 NECソフト



(2)-5 メリット

ＡＳＰを利用することにより、現在のシステムを大きく変更せずに済んだ。

ブラウザを利用する為、アプリの配布等の手間が削減。

稼動監視、バックアップ、セキュリティ対策等の専用担当者が不要。
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注文書の作成手間(項目チェックなどや書類の確認)の削減。

注文書の郵送手間、郵送費の削減。

請書の保管。

関連会社の注文請書の印紙代削減。

各種帳票の紙代、ファイリングが不要。

開発面

業務面



2009年
10月

11月 12月 2010年
１月

2月

3月

4月 ～ 12月 2011年
1月

■社内稟議

社内説明資料

■協定書作成

■説明会

・導入済み企業
と未導入企業を

分けて行う

・個別の説明会

・CENSによる

CI-NETの解説

東京

説明会

大阪

説明会

九州

説明会

■試行導入

説明会終了後

取引開始

■システム開発

試行

(2)-6 実用化に向けたスケジュール
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(3)運用状況

(3)-1 CI-NETによる注文書・請書の業務フロー

(3)-2 企業コードの登録画面

(3)-3 電子契約比率(件数)
(3)-4 登録会社数

(3)-5 必要な手続き及び費用

11



(3)-1 CI-NETによる注文書・請書の業務フロー
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上申書類回覧

決定入力

注文書印刷

印刷物の回覧

印刷物の郵送

印刷物請書の受領

ＡＳＰへの入力

ＡＳＰでの最終承認

ＡＳＰでの送信

ＡＳＰで請書の受領

ＣＩ-ＮＥＴによる取引

CSV出
力



(3)-2 企業コードの登録画面
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取引先企業を登録します。

ＡＳＰ会社(NECソフト)に
取引業者の追加を依頼します。

当社業者コードとCI-NET企業識別

コードをひも付けします。

ボタン ワンクリックで
ＮＥＣソフトと取引協力会社の使用している
ＡＳＰ会社又はソフト会社(CIWEB除く)
と、自分宛に自動的にメール送信します。



電子契約比率（東京本店）
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(3)-3
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2010年度 平均 30％



登録会社数
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(3)-4



(3)-5 必要な手続き及び費用

企業コードの取得

電子証明書の取得

ＡＳＰの申し込み
初期費用 初期登録料、事業所登録料

月額費用 ＩＤ、契約件数による 原本保管料

ＥＤＩデータ交換協定書の締結
ＥＤＩで行うことに合意するための協定書、運用マニュアル
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有効期限 3年

取得費用 資本金1億円以下の場合 16,800円 1億円以上の場合 33,600円

取得方法 建設産業情報化推進センター(建設業振興基金)に申請

更新費用 資本金1億円以下の場合 21,000円 1億円以上の場合 42,000円

有効期限 3年

取得費用 6,825円 更新料も同じ

取得方法 建設産業情報化推進センターに申請又はＡＳＰ会社様で事務代行可



(4)運用の問題点・改良点等

ＡＳＰ側 (要望でもあります)
契約毎にＣＳＶのアップロードを手動で行わないといけない。

取引先マスタの登録 (追加依頼・NECソフトでの登録・ＡＳＰ内での登録)
請書情報(受領日等）をＣＳＶ出力

当社側
当社のシステムに請書受領日を手動で入力が必要。

社内ネットワークの問題。

当社業者コードと企業識別コードの関係の問題

(経理会計システムとのからみがある為)
見積依頼・回答（購買見積依頼回答も含む）を電子化した場合のメリット。

機器の老朽化(保守期間の終了)やＯＳの問題等。

全般

取引協力会社様が電子取引をやめるケース有り。

取引協力会社様の利用ＡＳＰ又はソフト等の理解不足。

実装規約での細部な運用ルールについて・・・ 17



(5)今後のＥＤＩ化について

注文書・請書の電子商取引を全国展開する。

社内基幹業務システムの見直し。

出来高・請求業務のＥＤＩ化の導入検討。
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終わり
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